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災害リスクマネジメントでの概念 
• Hazard 外力     津波の大きさ 

• Exposure 曝露    影響域の人口産業 

• Vulnerability 脆弱性  建物の構造など 

• Resilience 回復性    再建容易度・保険 

外力の発生 

と曝露 

脆弱性 
回復性 

適応策の類型 E：高地移転，V：防潮堤整備，R：津波保険整備など 

社会経済活動のレベル 

時間 

直接影響の規模 

∝Hazard×Exposure×Vulnerability  
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適応策のパターン 
• 物理的なハザードに対する適応策 

• Hazardは確率的に決まっており，どうしようもない(コ
ントロール不可能) 

• Exposure(曝露)を下げる 回避・避難 

– 土地利用規制，高所移転，施設配置の見直し 

– 社会の在り方を変更する必要がある 

• Vulnerability(脆弱性)を下げる  

– 遮蔽，隔離，減勢，強度向上 (防潮堤) 

– 技術的適応策は，エネルギーや資金投入が莫大に 

• Resilience(回復性)を上げる 

– 備蓄，多重化，バックアップ 

– 代替措置，保険 
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内閣府中央防災会議(中防) 

• 平成23年6月26日 津波災害に対する想定
の中間とりまとめ 

• 地震・津波の想定 

– これまで：周期性があり、切迫度の高い地震・津
波を想定（東海地震、関東直下型地震、宮城県
沖地震) レベル1の地震・津波 

–今後：あらゆる可能性を想定した最大級の地震・
津波を想定する(東北地方では今回の地震、東
海・東南海・南海・日向灘の連動型地震)レベル2
の地震・津波 
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海岸防護施設の考え方 

• 海岸防護施設は、頻度の高い津波(レベル１)
に対応するため、整備する 

  (従来の高さ＋地殻沈降分を整備) 

• 最大級の地震・津波(レベル２)の対策 

–海岸防護施設の対応(従来の防災)だけではむり
で，住民の避難を軸としたソフト対策(減災) 

–巨大地震・津波に対しても、壊れないようにする
(粘り強さ) 

– 【多重防御】 
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津波防災地域づくり法(23年12月） 
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レベル1防護施設×レベル2津波 
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危険地域からの移転の推進策 
• 防災集団移転促進事業 

• 土地区画整理事業 
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防災集団移転促進事業と課題 

5戸以上の合意が必要 

従前の土地に対しては，災害危険区域（建築基準法39条）
の指定が必要で，住宅の建設ができなくなる． 12 



土地区画整理事業と課題 

「減歩」の前提となる従前の土地の評価をどうするか？ 

危険性がある｢防災公園｣に対して，公的な支出が認め
られるのか？ 

これまでの，利用度を基準とする評価方法では困難 
縮小期の制度がない 13 



従来：「復旧が復興の出発点！」 

100%復旧 
100%以上の
達成：復興 

まず復旧 
、続けて復興 

100%復旧 
100%以上の
達成：復興 

まず復旧、 
続けての復興は 
いずれにしても必要 

地域の 
活動レベル 地域の活動

レベルを、 

どのように
測るのか？ 
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縮小トレンド下での復興と復旧 

100%復旧 

復興 

復旧の水準は実現不可能であり、 
その水準に合わせて施設などを 
復旧することは、無駄になる。 

復旧は，復興
のための必要
条件ではない 
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漁港の集約問題 

16 

数年後には使われなくなる漁港をまず，被災前の状態に復
旧して，その後廃止にするのは賢い戦略か？ 

宮城県は、東日本大
震災で被災した県内
全１４２漁港のうち、６
０漁港を拠点漁港とし
て２０１３年度までに優
先的に復旧し、水産加
工や流通の機能を集
約する方針を決めた。 



漁港の集約問題 

• 生活の再建と漁業の再建の両立が必要 

– 高台移転：防集の適用を急いでいる 

– 沿岸漁業の特質が見過ごされている  

• 少なくとも2つの基本的論点の議論が必要 

– 国費の投入と受益者の限定の問題 

• 現在の漁業制度は，次世代に対し持続的か？ 

• 血縁を基本とする漁業権制度は公平か？ 

– 「効率的規模」の不整合問題 

• 漁業は資源の分割的利用が有効 

• 医療，教育などは集約的にサービスしたい 
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国費の投入と受益者の限定の問題 

• 現在の漁業制度は本当に「持続的」か？ 

– 後継者が持続的に存在しているか？ 

• 現在の漁業制度は，数が多い高齢者層には合うが，
数が少ない次世代には合わないのでは？ 

• 農山村に比べて漁業は「儲かる」ので，一般のイメー
ジよりは若い層が戻って来ている 

–個人の能力でなく，血縁で保護されている？ 

• 限定的な受益者に国費を投入することに，公平性
の問題はないのか？ 

– 食糧自給（消費者保護）も必要だが，漁業の効率化・高
度化インセンティブが働く制度にする必要 

 18 



「効率的規模」の不整合問題 
（海側）沿岸漁業は属地的資源を薄く利用する必
要があり，漁港の集約は困難 

（陸側）現集落規模では教育医療の維持は困難 

集落規模があまりに「漁業側」に偏っているために，子
育て世代が漁業離れしているのでは？ 

漁業側からの「譲歩」も必要 

（疑問）「沿岸漁業の集約は無理」は本当か？ 

加工・流通段階では「規模の経済性」があるはず 

経年的に資源利用密度は低下しており，より少ない漁
港に集約しても大丈夫なのでは？ 

陸上を自動車で動くより海上を船で動く方が簡単？ 
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縮小に対応した制度の欠如 

これまでの都市計画などの制度は人口，
土地，利用密度の量的な上昇が前提 

量の拡大を伴わない質の向上を評価する
方法の欠如 

結果として，縮小の制度が皆無 

 

都市郊外住宅地の撤退問題など，災害
が無くても考えておくべき課題だった 

コンパクトシティー論の本質 
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陥りがちな議論：目標像＋道筋 

明確な【目標像】を示すべきである 
その上で，到達する道筋を設計すべき 

着実に進捗管理をして進める 

計画条件が明らかで，方向性もほぼ自明な場
合で無ければ，土台無理な話 

「最適な計画が可能」というのは幻想？ 

「悪くない選択・まずまずの合意」を目指せ
ばよいのでは？ 

自治を通して「学習」していく効果にも期待
したいしたい 
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最適化よりもマネジメント 

目的が自明ではない（不完備） 

仮の目的を実行し、目的そのものも見直す循環プロセス 

参画主体間の費用･役割分担 

反対・非賛成の主体との調整 

単一目的計画論から繰返しゲーム理論？へ 

一元的 

計画PLAN 

効率的 

実行DO 

目的設定 

PLAN 

政策実行 

DO 
政策評価 

CHECK 

改善 

ACTION 

間違わない（無謬）の 

行政主体が実施 
関係者（ステークホルダー）が，結集 

組替え，試行錯誤の中で知識を蓄積していく 22 



よく起こる誤解の例 

• 「確率規模1/500年の津波」 

• 「平均的には500年に１回の確率で起こるよう
な大きさの津波である」 

 

• 「間隔がおおよそ500年である」 

• 「今後500年間は，まず起こらない」 
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確率年の考え方 
• 「平均して100年に１回の確率で起こる」ことは、
「間隔がおおよそ１００年である」，「今後100
年間は起こらない」こととは異なる！ 

• ポアソン過程(発生の独立性) 

–事象の発生はそれまでの経過時間と関係なくラ
ンダムに起こる 

–発生間隔がｔ以上である確率をP(t)とあらわす。 

• P(t＋Δt）＝P(t)(1-λΔｔ）＝P(t)-λΔtP(t) 

• （P(t＋Δｔ)－P(t)）／Δｔ＝dP(t)/dt＝－λP(t) 

• 変数分離形の微分方程式 
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ポアソン過程(続き) 
dP(t)/dt＝－λP(t) 

• dP(t)/P(t)＝－λdt 

• logP(t)＝－λｔ＋C 

• P(t)＝Po exp(-λt) 

• ∫P(t)＝-Po(1/λ)(0-1)＝Po/λ＝1より、Po＝λ。 

• P(t)＝λexp(-λt) となり、指数関数となる。(指数分布) 

P(t)は発生間隔がt以上の確率なので、時間当たりの発生
確率はP(t)の微係数(に負をつけたもの)となる。 

それも指数関数となり、間隔が0であることが最も起きやす
い！ 
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ポアソン過程以外の過程 
仮に、時間の経過とともにハザードの発生確率が上がる
場合には、dP(t)/dt＝－λtP(t) 

P(t）＝Po exp(-λｔ2/2) 

発生間隔の確率密度は、 

P(t)の微係数に負号をつけたもの 

dP(t)/dt=λｔPoexp(-λｔ2/2) 

半正規分布(正規分布の右半分) 

P(t)の平均値は，1/λとなる． 

一方そのピークの位置は 

d２P(t)/dt２＝０より ｔ＝1/λ0.5 

このように，ピーク位置＜平均値 となる． 

つまり，1/100確率の事象の間隔は10年であることがもっ
とも起きやすい！ 26 



「地域の将来像」の選択 

• 将来像の選択範囲と時間とのジレンマ 
• 政策を打つと，実現可能な状態はその方向に限定さ
れる 

• 政策の決定を引き延ばすと，実現可能な状態は減る 

被災後 
の現状 

被災前 
の状況 

100%復旧 

100％復旧政策＋追加
政策で到達できる状態 

「復旧」に限らず，全ての政策をすぐ
に実施すれば到達できる状態 

政策決定に時間を要し,スタート
が遅れた後に到達できる状態 27 



2つの極端な復興提案 
• 評論家・政治家・外の人の【画期的復興提案】 

– 被災前の状況と遊離した目標像ほど「目新しく」見える 
– 被災前の地域社会の問題を一掃できるチャンス 
– 意思統一が困難であり，早期にスタートできない 

• 【100％復旧論】地元で受け入れられやすく，スタート容易 
– 被災前に存在した既得権,不公平の構造が温存（拡大） 
– 「同じ過ち」を繰り返すことになる危険性 
– 新しい時代の要請（環境,生活,高齢化）に対応できない 
– 財政支援をする「外部の人々」の理解を得にくい 

被災後 
の現状 

被災前 
の状況 【100%復旧】 

100％復旧政策＋追加
政策で到達できる状態 

【画期的復興】 
の目標像 

スタートが難しく 
実現程度は小さい 

従来の価値観に基づく地域の望ましさ 

「復旧」に限らず，全ての政策をすぐ
に実施すれば到達できる状態 新しい時代の

要請・価値観
に基づく地域
の望ましさ 
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中庸の復興策の必要性 
• 早期のスタートと，新しい価値の実現を両立 

– まずは復旧の方向で迅速にスタートする 

– 地域の将来像を「走りながら考える」 

– ソフトで対応できる部分はソフトで対応し,将来の方
向転換の余地を残す（ハードに頼り過ぎない） 

• 「50％復旧」から到達できる目標像と実現策 

被災後 
の現状 

被災前 
の状況 

50％復旧政策＋追加
政策で到達できる状態 

50%復旧 
新しい時代
の要請・価値
観に基づく望
ましさ 
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「復興の目標像」を決めるのは誰か？ 

• 地方自治の原則に立てば，【地域の将来像】
はその地域の人々が決めるべき 

–より大きな地域や国から見た時の非効率,非合理
性は，「自治のコスト」としてある程度甘受すべき 

–高齢者や一部の既得権者が政治力を持ち，次の
世代,新しい時代の要請に対応できない危険性 

• 時間的制約や,地域外避難のために，地域住
民の合意形成が極めて困難である 

 「最適な選択・完全な合意」は非現実的 
「悪くない選択・まずまずの合意」を目指せばよいのでは？ 

自治を通して「学習」していく効果にも期待したい 
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この経験を生かすために 

• 「正しい選択」「完全な正解」がないとすれば 

–間違いのない効率的な「上からの指導」は無理 

• 実践の中でそれぞれの立場で学ぶ 

–一緒に考え，失敗し，学んでいく仲間 

• 三重県の職員は岩手県の職員と一緒に考える 

• 尾鷲市の職員は，大船渡市の職員と一緒に学ぶ 

–類似する自治体のペアリング体制 

• 既存のつながりだけでは，抜け落ちが生じる 
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